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1 H31.4.24 R1.7.4
豊洲新市場土壌汚染対策工事（５～７街区）に関する
特記仕様書、設計図、竣工図 145 1

事業部
施設課

2 H31.1.2 R1.7.12
オリンピック・パラリンピックの駐車場計画において、築地市場跡
地を駐車場として利用するに際し、旧築地市場の市場施設を解体す
る必然性のわかる書面および図面ならびに電磁的記録。

1 1

オリンピックの駐車場計画において、旧築地市場の施設を解体
する必然性について検討を実施していないため、実施機関にお
いては請求に係る公文書を作成及び取得しておらず、存在しな
い。

事業部
施設課

3 H31.1.6 R1.7.17
① 30築地市場青果門巡視詰所の解体工事に伴う土壌調査委託起案書
② 30築地市場土壌詳細調査委託起案書

4 1
事業部
施設課

4 R1.5.22 R1.7.18

・豊洲市場6街区千客万来施設事業用地におけるイベント開催の許可
について（申請）
・豊洲市場6街区千客万来施設事業用地におけるイベント開催の許可
について（通知）

16 1 1 1 1 1 1

(条例第７条第２号)担当者名を公にすることにより、特定の個
人が識別されるため。(条例第７条第３号・条例第７条第６号)
イベントの実施が未定の案件であり、都においては、未定の案
件が公になることで、当該イベント用地における民間イベント
の募集等における事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ
るため。(条例第７条第３号・条例第７条第７号)株式会社東京
臨海ホールディングス（RHD）においては、顧客である東京メ
トロポリタンテレビジョン株式会社（MX）から提供された情報
であり、さらに顧客であるMXにおいては、同社が独自に保有す
る情報や企画提案上のノウハウが含まれている。これらの情報
が公になった場合、今後、都とRHD及びRHDとMXとの信頼関係を
不当に損なうと認められ、また、MXにおいては、競争上及び事
業運営上の地位が損なわれると認められるため。(条例第７条
第４号)印影を公にすることにより、偽造等の犯罪を容易に
し、公の秩序と安全の維持に支障を及ぼすため。

管理部
総務課

5 R1.5.22 R1.7.26

平成３１年１０月１１日から令和元年５月２２日までに豊洲市場設
備課において起工した建物・通路及び道路に関する工事の下記の書
類
・起工書、設計書、発注図面

301 1
豊洲市場
設備課

6 H31.1.9 R1.7.30
不具合事故状況報告書
（平成30年10月11日～平成30年12月31日）

1426 1 1
個人が特定される部分
特定の個人が特定されるため。

豊洲市場
管理課

7 H31.1.9 R1.7.31 委託業務日誌 166 1 1 1 1

豊洲市場警備受託企業の被用者である警備員の氏名、捺印、特
定の来場者に係る情報を記載した部分。当該内容を公すること
により、特定の個人を識別することができ、また、個人の権利
利益を害するおそれがある。
警備体制に係る情報を記載した部分。記載内容を公にすること
により、犯罪行為を誘発するおそれがあり、市場の安全と秩序
に支障を及ぼし、また、市場委業務の適正な遂行に支障を及ぼ
す可能性がある。

豊洲市場
設備課

8 H31.1.9 R1.7.31

・豊洲市場交通事故発生状況
・事故内容詳細
・豊洲市場における場内ルールについて
・ターレの走行ルールの厳守について（通知）
・使用指定場所以外（通路や壁際等）に置いている物品等の撤去に
ついて

7 1 1 1 1
豊洲市場
管理課

決定区分 （根拠規定）条例７条



9 H31.1.9 R1.7.31

東京都魚市場協同組合の平成30年12月付「歳末期における買い出人
等、歩行者の安全対策（歩道への荷置き等の禁止）について」と題
する文書における
③「東京都と協議を重ねてまいりました」との記載に関し、同協同
組合と東京都との協議の詳細がわかる文書、たとえば面談記録・面
会記録、打ち合わせメモ、同協同組合との電子メール等、に該当す
る、一切の書面および図面ならびに電磁的記録。ただし、同協同組
合に出向している公務員以外の者についての個人情報を除く。

1
豊洲市場
管理課

10 H30.12.28 R1.7.31

小池百合子氏が都知事に就任してから、本開示請求受付の日までの
間に行われた、豊洲市場への中央卸売市場移転および築地市場解体
ならびにこれらの方針の転換もしくは変遷に関する、市場局と都知
事および副知事の間の打ち合わせ、報告、業務命令、決裁等の、都
知事の意思決定プロセスの分かる一切の書面および図面ならびに電
磁的記録。

1

（条例第11条第２項）小池知事就任から本開示請求受付の日ま
でにおいて、豊洲市場への中央卸売市場移転及び築地市場解体
に関する方針に変更はないため、実施機関には、対象公文書が
存在せず、非開示とする。

管理部
総務課

11 H30.12.31 R1.7.31

オリンピック・パラリンピックの駐車場に関して①旧築地市場施設
を更地にすることなく、いまある旧築地市場施設を活用すること
で、オリンピック・パラリンピックの駐車場を確保する選択肢の検
討の有無、および、②当該選択肢を検討していたならば、その検討
内容、③検討していなかったならば、検討しなかった理由および根
拠、ならびに、④当該選択肢を採用しなかった理由および根拠なら
びに意思決定プロセスの分かる、一切の書面および図面ならびに電
磁的記録。

1 1
実施機関では、オリンピック・パラリンピックの駐車場確保に
関する検討をしていないため、請求に係る公文書を作成及び取
得しておらず、存在しない。

事業部
施設課

12 H31.1.2 R1.7.31

築地市場の解体工事が，原因となって，または，結果
的に，同地域の地価を騰貴せしめるおそれにかかる，
認識ならびに検討の有無，およびその内容のわかる，
一切の書面および図面ならびに電磁的記録。たとえば，議事録，打
ち合わせメモ，面談記録，面会記録，不動産鑑定士等への依頼にか
かる書面，地価の見通しに関する外部の意見および要望を記した書
面，等。

1

実施機関では、築地市場の解体工事が原因となって、または結
果的に、同地域の地価を騰貴せしめるおそれにかかる認識、検
討はしていない。このため、当該公文書は作成及び取得してお
らず、存在しない。

管理部
財務課

13 H30.12.31 R1.7.30

旧築地市場から豊洲市場に移転し、現在豊洲市場において営業を継
続している業者が、オリンピック・パラリンピックの終了後に、築
地に戻る可能性もしくは可否についての、検討および本開示請求受
付の日における結論にかかる、一切の書面および電磁的記録。たと
えば、起案原義、議事録、打ち合わせメモ、面談記録、面会記録、
業者からの要望書およびこれに対する回答案、等。

豊洲市場への移転及び築地の再開発については、平成２９年６
月２０日の基本方針の考え方をベースとして、都として検討を
行い、平成２９年７月２１日の「市場移転に関する関係局長会
議」において、具体的な取組内容を取りまとめております。
平成２９年７月２１日の当該会議において、「将来、築地に戻
ることを希望する仲卸業者に応えるための方策に関する検討
を、豊洲市場移転後の状況を踏まえながら行う」としており、
本件請求に関連する資料としては当該資料が該当しますが、当
該会議の資料は既にホームページで公表されているため、東京
都情報公開条例第１８条第２項の規定により、開示請求の対象
とはなりません。

管理部
総務課

14 H30.12.31 R1.7.30

旧築地市場の解体工事を急いでいる現状と、12月26日の東京新聞の
インタビューにおいて小池都知事が、「築地が培ってきた伝統であ
る食の文化もしっかり守る」とはっきり表明したこととの、整合性
のわかる、一切の書面および電磁的記録。たとえば、知事もしくは
副知事との打ち合わせ記録、議事録、知事の記者会見の前後に行っ
た検討の記録、知事に対するレクチャーの記録、等。

1

旧築地市場の解体工事は、築地市場跡地への環状第２号線及び
東京2020大会の車両基地の整備に向けて、適切な工程で進めて
いる。
 築地再開発は、築地のポテンシャルを生かし、魅力と付加価
値を高め、東京の持続的成長につなげていくことを目的として
いる。
 本件開示請求で示されている内容について、関連付けて検討
した事実はなく、実施機関では、当該公文書について、作成及
び取得をしていないため、存在しない。

管理部
総務課

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞
・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


